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欧欧州州ににおおけけるる果果実実・・野野菜菜のの消消費費促促進進のの動動きき  

——  キキーーワワーードドはは健健康康  —— 

病気と貧困に取り組む「果実・野菜

の社会的処方」パイロット事業が開

始      ＦＲＥＳＨ ＰＲＯＤＵＣＥ  

ＪＯＵＲＮＡＬ（２０２２年１１月１１日） 

英国で初の大規模な革新的パイ

ロット事業と思われる「果実・野菜の

社会的処方」プロジェクトが開始さ

れた。この事業は健康の不平等と

食の貧困への対応を支援するため

のものである。 

慈善団体であるアレクサンドラ・ロ

ーズ・チャリティは、ロンドンのタワ

ーハムレット地区とランベス地区の

公衆衛生チームと協力して、地方

自治体とある慈善財団が資金提供

する２５万英ポンド（４,２００万円相

当）のパイロット事業の一環として、

「果実・野菜の社会的処方」プロジ

ェクトを開始した。 

どちらの地区も慢性疾患の発生

率が高い自治区であり、この試行で

は、食事関連の不健康や食料不足

の不安に取り組む長期的な解決策

としての社会的処方による果実・野

菜の提供の実行可能性を調査す

る。 

食料価格の高騰が続き、生鮮食

品価格の上昇率が１３.３％と記録

的な水準に達したことを受けて、こ

のプロジェクトが開始された。 

プロジェクトの各参加者には、  

１世帯当たり毎週最大８英ポンド及

び世帯員一人につき週２ポンドが

果実・野菜クーポン（ローズ・バウ

チャー）で支給される。 

参加者は、自分で選んだ果実や

野菜を地元の小売業者や市場の

取引業者からクーポンにより購入

することができる。タワーハムレット

地区ではまた、栄養と健康につい

ての理解を深めるために、健康的

なライフスタイルに関する毎月のグ

ループセッションに参加するよう招

待される。 

アレクサンドラ・ローズ・チャリティ

は、英国全土の８か所で事業を展

開しており、低所得層の世帯が生

鮮果実や野菜を購入することを助

ける果実・野菜クーポンプロジェク

トを通じてコミュニティを支援して

いる。 

同慈善団体は、２０１４年からこの

活動を行っており、食事関連の不

健康が国の保健事業に毎年数十

億英ポンドの支出を強いていると

している。人の一生の状況を考慮

した社会的処方アプローチにより

果実・野菜を提供することで、早死

を防ぎ、保健医療費を大幅に削減

することができる可能性がある。 

同慈善団体の最高責任者である

ジョナサン・ポーリング氏は、「『果

実・野菜の社会的処方』は、まさに

時宜を得たアイデアである。生活

コストの危機がより悪化し、食事関

連の不健康や食料不足の不安の

レベルの上昇を招いている。健康

的でない食品からのカロリー摂取
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このプロジェクトは、社会的処方

プロジェクトの先駆者の１つであるタ

ワーハムレット地区のコミュニティ慈

善活動組織（ブロムリー・バイ・ボウ）

に加えてランベス地区の環境活動

組織（ビーコン・プロジェクト）と提携

して実施される。 

コストが健康的な代替品の３分の１

である場合、人々が健康であるよ

りも満腹であることを優先すること

は理にかなっているが、これは問
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題を将来に向けて蓄積するだけである。食事関連の

不健康は毎年国の保健事業に数十億ポンドの費用を

必要とさせているが、さらに重要なことは、低所得者の

人生の機会を制限していることである。『果実・野菜の

社会的処方』プロジェクトにより、日々の生活に苦労し

ている人々が健康的な食事をより得やすくなることを願

っている」と語った。 

サム・エベリントン卿は、ブロムリー・バイ・ボウの開業

医（家庭医療専門医）で、健康保険事業のタワーハム

レット地区の臨床コミッショニング・グループ（注：地域

医療の計画・実施の単位）の長であり、英国医師会の

副会長を務めているが、同卿はすべての臨床医が「果

実・野菜の社会的処方」を受け入れるべきだとしつつ、

「非常に多くの長期的及び短期的な病気は、貧しい食

生活で著しく悪化する。健康的な食事が、私が開業医

として処方できるどの薬よりもはるかに多くのことを達成

できることがよくある。したがって、『果実・野菜の社会

的処方』は、多くの病気を反転させ、予防するために

不可欠である。私が４０年以上前に研修を受けたとき、

２型糖尿病は高齢者の病気であったが、今は１０代の

若者でも見られる。その多くは、健康的な食事と定期

的な運動で予防できる。果実と野菜はすべての処方

の一部であるべきだ」と語った。 

ビーコンプロジェクトの開業医リーダーであり、教会

系慈善組織（アセンション・トラスト）の副理事長である

チチ・エカトール博士は、「『果実・野菜の社会的処方』

は確かに、多くの脆弱なコミュニティにおける健康の不

平等に取り組むための鍵である。開業医として、患者

が経済的に困難な状況に取り組む中で食事か暖房か

といった選択をしなければならないという話を聞くこと

が増えている。さらに、コストの上昇に直面して慢性疾

患のケアを断念することを余儀なくされている人達もい

る。果実や野菜の購入を選択することの優先順位が低

くなるのは当然のことだ。このスキームは、最も脆弱な

人々が、証拠に基づいたライフスタイルの選択を通じ

て健康をより適切に管理できるように支援することを目

的としており、個人だけでなく国の健康保険事業全体

にも非常に大きな影響をもたらすであろう」と語った。 

１２ヶ月のパイロット事業期間中、果実・野菜クーポン

は、高血圧、糖尿病、メンタルヘルスなどの健康状態

にリスクのあるまたは疾患を有していてかつ、経済的に

苦労している両地区の１２２人の住民をターゲットグル

ープとして配布される。 

タワーハムレット地区は現在、ロンドンのすべての行

政区の中で、貧困率(３９%)、子供の貧困率(５６%)及び

所得格差の点で最悪であり、ランベス地区も慢性疾患

と健康の不平等の割合が高くなっている。 

パイロット事業が評価されれば、資金提供を条件とし

て英国全土に展開される可能性がある。 

アレクサンドラ・ローズ・チャリティはまた、保留されて

いる国家食料戦略の勧告を迅速に実施するよう政府

に求めている。この戦略は、「地域社会の食の改善（コ

ミュニティ・イートウェル）」プログラムを推奨しており、同

プログラムは、食生活と健康を根本的に変えるため、

プライマリケア（注：開業医等の身近な総合医療機関）

とともに取り組む、対応能力を高めた地域社会の潜在

的役割が大きいことを認識したものとなっている。 

マウラ・マクスウェル 

ＥＵ 学校への青果物提供制度に１０億ユーロの増

加が必要     ＦｒｅｓｈＰｌａｚａ（２０２２年１１月２５日） 

すべての学童が毎日何がしかの果実や野菜を受け

取れるようにするには、ＥＵ学校青果物制度＊の予算

を１０億ユーロ増やす必要がある。欧州青果物協会

は、同制度を継続的に実施する価値とあわせて、欧

州の学童に生鮮果実・野菜を平等で効率的かつ教育

的に配布するために同制度の改善を要する分野を強

調した。同協会のフィリップ・ビナール総代表は、  

１１月２４日に欧州委員会が主催した「未来に適した 

ＥＵ学校青果物制度」と題する会議の基調講演者の  

1 人であった。 

＊ＥＵ域内の１,７００万人の子供への牛乳、果実及び野菜の

配布を支援するもので、保育所から中学校までの子供が

支援対象となる。同制度は２０１７年から実施されており、現

在、欧州委員会が「農場から食卓まで」戦略の一環として

同制度のレビューを行っている。 

ＥＵの青果物の消費量は、ＷＨＯが推奨する１日当

たりの摂取量４００ｇをはるかに下回っている。最も低

いのは子供と若年成人で、多くは１日あたり２００ｇしか

食べず、一部の人々ははるかに少ない。子供の肥満

率は依然として非常に心配な状況であり、不健康な

食事は肥満の蔓延や、心血管疾患、２型糖尿病、一

部の癌などの非感染性疾患のリスクを高める。ネガテ

ィブな傾向を反転させるためには、果実や野菜の味、

食感、多様性を紹介することによって最年少者層を教

育することが必須である。 

ビナール氏は、「この制度が主にその健康上の価値

や栄養的な価値にこだわることが重要である。最年少

者層を教育することは、肥満率を反転させ、子供たち

を将来のためにより健康的な食事に導くための鍵であ

る。不健康な食事による社会保障のコストは、食品市

場の価値の少なくとも２倍である」と明言した。現在、

１,７００万人近くの子供たちが１億３千万ユーロのＥＵ

予算の政策に基づいてこの制度の恩恵を受けてお

り、国家予算からの資金が追加されている場合もあ

る。ＥＵの予算では、学期ごとに年間約７万トンの生鮮

果実・野菜を配布することができる。 

欧州青果物協会は、今後の改革の中での同制度で

取り組むべき事項を提案した。同制度による果実・野

菜の配布は、同一品目の選択を避け、多様な品目で

行われる必要がある。子供たちが新しい品目を紹介さ

れ、発見できるようにしなければならない。これには、

多様な生産方法と原産地に関する知識を広め、地場

産品と非地場産品、有機農業とその他の農法の違い

について子供たちをさらに教育する必要がある。 

同制度の教育的部分は特に重要である。ビナール

氏は、「この制度は排他的性質に基づくべきではない

が、持続可能性に関する多くの基準で希薄化される

べきでもない。同制度が効果的であるためには、学期
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題を将来に向けて蓄積するだけである。食事関連の

不健康は毎年国の保健事業に数十億ポンドの費用を

必要とさせているが、さらに重要なことは、低所得者の

人生の機会を制限していることである。『果実・野菜の

社会的処方』プロジェクトにより、日々の生活に苦労し

ている人々が健康的な食事をより得やすくなることを願

っている」と語った。 

サム・エベリントン卿は、ブロムリー・バイ・ボウの開業

医（家庭医療専門医）で、健康保険事業のタワーハム

レット地区の臨床コミッショニング・グループ（注：地域

医療の計画・実施の単位）の長であり、英国医師会の

副会長を務めているが、同卿はすべての臨床医が「果

実・野菜の社会的処方」を受け入れるべきだとしつつ、

「非常に多くの長期的及び短期的な病気は、貧しい食

生活で著しく悪化する。健康的な食事が、私が開業医

として処方できるどの薬よりもはるかに多くのことを達成

できることがよくある。したがって、『果実・野菜の社会

的処方』は、多くの病気を反転させ、予防するために

不可欠である。私が４０年以上前に研修を受けたとき、

２型糖尿病は高齢者の病気であったが、今は１０代の

若者でも見られる。その多くは、健康的な食事と定期

的な運動で予防できる。果実と野菜はすべての処方

の一部であるべきだ」と語った。 

ビーコンプロジェクトの開業医リーダーであり、教会

系慈善組織（アセンション・トラスト）の副理事長である

チチ・エカトール博士は、「『果実・野菜の社会的処方』

は確かに、多くの脆弱なコミュニティにおける健康の不

平等に取り組むための鍵である。開業医として、患者

が経済的に困難な状況に取り組む中で食事か暖房か

といった選択をしなければならないという話を聞くこと

が増えている。さらに、コストの上昇に直面して慢性疾

患のケアを断念することを余儀なくされている人達もい

る。果実や野菜の購入を選択することの優先順位が低

くなるのは当然のことだ。このスキームは、最も脆弱な

人々が、証拠に基づいたライフスタイルの選択を通じ

て健康をより適切に管理できるように支援することを目

的としており、個人だけでなく国の健康保険事業全体

にも非常に大きな影響をもたらすであろう」と語った。 

１２ヶ月のパイロット事業期間中、果実・野菜クーポン

は、高血圧、糖尿病、メンタルヘルスなどの健康状態

にリスクのあるまたは疾患を有していてかつ、経済的に

苦労している両地区の１２２人の住民をターゲットグル

ープとして配布される。 

タワーハムレット地区は現在、ロンドンのすべての行

政区の中で、貧困率(３９%)、子供の貧困率(５６%)及び

所得格差の点で最悪であり、ランベス地区も慢性疾患

と健康の不平等の割合が高くなっている。 

パイロット事業が評価されれば、資金提供を条件とし

て英国全土に展開される可能性がある。 

アレクサンドラ・ローズ・チャリティはまた、保留されて

いる国家食料戦略の勧告を迅速に実施するよう政府

に求めている。この戦略は、「地域社会の食の改善（コ

ミュニティ・イートウェル）」プログラムを推奨しており、同

プログラムは、食生活と健康を根本的に変えるため、

プライマリケア（注：開業医等の身近な総合医療機関）

とともに取り組む、対応能力を高めた地域社会の潜在

的役割が大きいことを認識したものとなっている。 

マウラ・マクスウェル 

ＥＵ 学校への青果物提供制度に１０億ユーロの増

加が必要     ＦｒｅｓｈＰｌａｚａ（２０２２年１１月２５日） 

すべての学童が毎日何がしかの果実や野菜を受け

取れるようにするには、ＥＵ学校青果物制度＊の予算

を１０億ユーロ増やす必要がある。欧州青果物協会

は、同制度を継続的に実施する価値とあわせて、欧

州の学童に生鮮果実・野菜を平等で効率的かつ教育

的に配布するために同制度の改善を要する分野を強

調した。同協会のフィリップ・ビナール総代表は、  

１１月２４日に欧州委員会が主催した「未来に適した 

ＥＵ学校青果物制度」と題する会議の基調講演者の  

1 人であった。 

＊ＥＵ域内の１,７００万人の子供への牛乳、果実及び野菜の

配布を支援するもので、保育所から中学校までの子供が

支援対象となる。同制度は２０１７年から実施されており、現

在、欧州委員会が「農場から食卓まで」戦略の一環として

同制度のレビューを行っている。 

ＥＵの青果物の消費量は、ＷＨＯが推奨する１日当

たりの摂取量４００ｇをはるかに下回っている。最も低

いのは子供と若年成人で、多くは１日あたり２００ｇしか

食べず、一部の人々ははるかに少ない。子供の肥満

率は依然として非常に心配な状況であり、不健康な

食事は肥満の蔓延や、心血管疾患、２型糖尿病、一

部の癌などの非感染性疾患のリスクを高める。ネガテ

ィブな傾向を反転させるためには、果実や野菜の味、

食感、多様性を紹介することによって最年少者層を教

育することが必須である。 

ビナール氏は、「この制度が主にその健康上の価値

や栄養的な価値にこだわることが重要である。最年少

者層を教育することは、肥満率を反転させ、子供たち

を将来のためにより健康的な食事に導くための鍵であ

る。不健康な食事による社会保障のコストは、食品市

場の価値の少なくとも２倍である」と明言した。現在、

１,７００万人近くの子供たちが１億３千万ユーロのＥＵ

予算の政策に基づいてこの制度の恩恵を受けてお

り、国家予算からの資金が追加されている場合もあ

る。ＥＵの予算では、学期ごとに年間約７万トンの生鮮

果実・野菜を配布することができる。 

欧州青果物協会は、今後の改革の中での同制度で

取り組むべき事項を提案した。同制度による果実・野

菜の配布は、同一品目の選択を避け、多様な品目で

行われる必要がある。子供たちが新しい品目を紹介さ

れ、発見できるようにしなければならない。これには、

多様な生産方法と原産地に関する知識を広め、地場

産品と非地場産品、有機農業とその他の農法の違い

について子供たちをさらに教育する必要がある。 

同制度の教育的部分は特に重要である。ビナール

氏は、「この制度は排他的性質に基づくべきではない

が、持続可能性に関する多くの基準で希薄化される

べきでもない。同制度が効果的であるためには、学期
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全体で毎日果実・野菜が提供されるようスケジュール

を強化し、学校での生鮮果実・野菜の配布を確実に

行う必要がある。同制度の期待される対象の拡大と到

達すべき目標に一致するように予算を大幅に増やす

ことが必要で、あと１０億ユーロの予算が必要になるだ

ろう」と付け加えた。 

収収穫穫ロロボボッットトのの開開発発はは続続くく  
GGoooodd  FFrruuiitt  GGrroowweerr  ((22002222 年年 1122 月月))  

このほか、同制度の認知度を高め、すべての関係者

を巻き込むことも重要な取り組むべき事項である。同

制度の利点をより有効に活用するため、学校の運営

関係者、教師及び保護者を今以上に関与させる必要

がある。 

世界のアグリテック（注：ドローンやＡＩなどを農業分

野に応用して革新技術を開発する取り組み）の新興

企業がリンゴ収穫ロボットを製作しようとしている。深刻

化する労賃上昇、勤務時間の超過、労働力不足を受

けて、少なくとも１０の企業、研究グループが、試作か

ら商品化までの間のどこかの段階にある。その中には

製作が急ピッチで進んでいるところもあり、すべてのグ

ループが、ＡＩと機械学習を利用し、文字どおりリンゴ

を収穫するごとに改良が進んでいる。 
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ループが収穫ロボットを実用化すると思う。この課題に

多くの人が投資するようになるのは良いことだ」と語っ

た。同研究委員会は、この課題に一部資金を提供し

ている。 

ワシントン州では２社、すなわち２０１９年に州内で試

験運転を行ったフレッシュ・フルーツ・ロボティクス（ＦＦ

ロボティックス）社と、リンゴでは新規参入のアドバンス

ト.ファーム社の開発が進んでいる。 

カリフォルニア州デービスにあるアドバンスト.ファー

ム社は、破綻したアバンダント・ロボティックス社から試

作機を購入し手直ししようとしたが、結局のところ独自
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ボティックス社の試作機のパーツの一部は、ある幸運
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ん定に取り組んでいるワシントン州立大学の研究者か

らそうした課題について助言を受けているという。 

全般的な状況 

その他の製作グループは、大学チームと企業であ

り、その中にはオーストラリアのライプ・ロボティックス

社、イタリアのアイグリテック社、カリフォルニア州のミラ

ノ・テクニカル・グループなどがある。これら製作グル

ープの多くは、ロボットアームを採用しているが、別の

方式の果実収穫法を使う場合もある。いずれの場合も
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各製作グループの創立者がどのように農業や果樹

園に関係してきたかは様々である。カハニ氏は、イス

ラエルで１９８０年代に果樹園を管理し、数年間はワシ

ントン州で仕事をした。アドバンスト.ファーム社は、イ

チゴでの経験があり、２０２１年はリンゴの収穫を見学

し、質問し、時々同社の収穫方式を試験した。ライプ・

ロボティックス社のＣＥＯであるハンター・ジェイ氏は、
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定めた。大学の研究チームには果樹生産者のことを

よく知る果樹研究者がいる。アイグリテック社は、イタリ

アの南チロル地方にある園芸研究所の近くにある。南

企業のウェブサイトには、スーパーボールの自動車

のＣＭに肩を並べそうな派手な宣伝用ビデオを呼び

物にしているところもある。しかし、多くの企業は、少な

くとも最初は（収穫）サービスや（収穫機）リースによる

ビジネスモデルをあげている。生産者はロボット収穫

機を切望しているが、複雑で未実証の機械を欲しくは

ないし、何十万ドルのお金をかけることもできない。 

ＦＦロボティックス社のカハニ氏は、２年前までは個

別に収穫機の販売を見込んでいたが、「現時点で

は、実証され結果に皆が満足するまで、収穫サービス

としての利用になる。収穫サービスが機械の利用を進

め、誰も知らない非常に高い機械を販売する難しさを

和らげることになるだろう」と述べた。 

エンドエフェクターは大きく２つに分けられる、吸引

方式か、指で果実をつかむ把持方式である。チュー

ブでリンゴを吸引するアバンダント・ロボティックス社の

試みは終わったが、ワシントン州とミシガン州の連携

グループによる収穫を補助する高所作業台車は、今

も吸引チューブ方式を採用している。 

こちらもイスラエル企業であるテベル・アエロボティッ

クス社は、把持アーム付ドローンを、収穫容器を収容

する回転式車台につなぐという独自方式を採用して

いる。同社本部長のイッタイ マロン氏は、「我々は、こ

の分野に乗り出したばかりで、メディア訪問を受ける

には時期尚早である」として本誌の取材を断った。ワ

シントン州研究委員会は資金提供を行っていない

が、同社は同研究委員会の関係の生産者数人に対

して、今秋、ワシントン州モクシー近郊で商品化に向

けた実演を行った。 

ミラノ・テクニカル社は、同研究委員会の支援を受

け、同研究委員会の代表者らと情報を交換している。

同社は、紹介メールを除いて本誌の取材申し込みに

回答していない。 

同研究委員会は、現在、アドバンスト.ファーム社とワ

シントン州立大学を支援しており、過去にはＦＦロボテ

ィックス社に資金提供したこともある。 

アバンダント・ロボティックス社が残したもの 

現在の活気は、昨年のアバンダント・ロボティックス

社の倒産により産業界のロボット収穫機に対する希望

が暗闇に覆われたことが誤りであったことを示してい

る。シリコンバレーにあった同社は、ベンチャー投資と

ワシントン州研究委員会の厚い支援を受け、完全な

商用化で先頭を走り、ワシントン州での複数年の実証

試験を重ねていた。同州を含む米国北西部州の果樹

生産企業の代表数人からも資金面の協力を受けてい

た。 

「我々は、ある種、全員が苦しそうにあえいでいた」と

いうのは、スター・ランチ・グローワーズ社の研究開発

部門責任者であり同研究委員会の委員であるジェフ・

クレベリンガ氏である。 

同氏は、しかし、あの失敗がことわざにあるように土

地を豊かにしたとしている。生産者、残ったロボット開

発グループ、新規参入者のすべてが、大いに学んだ。

例えば、多くの果樹用高所作業台車でおなじみの、収

穫容器を移動させる搬送処理システムがロボット収穫

作業に一番良いことが明らかになり、工学分野や機械

学習も改善してきている。生産者も、リンゴ果実に届き

やすくコンピュータ画像で判断しやすいように栽培技

術の改変を進めている。枝や葉により果実が部分的に

遮蔽されることでスムーズな収穫ができないことが、最

大の技術的課題の一つである。同氏は、「アバンダン

ト・ロボティックス社にとっては残念なことであったが、こ

の分野の発展に寄与したことは確かだ」と語った。 

１果収穫で２ペニー 

多くのロボット企業は、収穫速度、損傷率等につい

ては回答を濁した。収穫割合の目標についてさえも情

報共有することを渋った。さらに言えば、果樹産業界

自身も、どの程度を望んでいるかわからない。 

クレベリンガ氏は、「われわれは、無理に押し付ける

つもりはない。そうすると、これほどの速さでなければ

ならないということになってしまう」と語った。同氏は、一

つの基準として、同研究委員会が１果収穫当たり２ペ

ニーという数字を使っているという。 

現在、それはハニークリスプ１果当たりの手収穫に要

する経費に相当し、次第に上昇している。その他に関

係するのは、生産者の生産規模、機械の収穫速度、

生産者が契約を希望する機械の台数である。 

人口増加に対する食料の安定供給を考えると、どち

らかといえば、それは時間との競争であり、お互いの

競争ではないと同研究委員会のベセルカ氏は語っ

た。 

同氏は、手収穫では単純に追いつかなくなるだろう

としつつ、「時間が差し迫っている」と語った。 

米国農務省農業研究部とミシガン州立大学のロボッ

ト収穫プロジェクトの主査研究員のルー・レンフ氏は、

研究者は世界初、最先端を好むという。しかし、皆が

お互いに学びあい、最終的な製品は、皆のアイデアが

統合されたものになるかもしれない。もちろん、知的所

有権は認められる。同氏は「『君が勝ち、僕は負け』と

いうような単純なことではない」と語った。 

イタリアのアイグリテック社の共同創立者でＣＥＯのエ

リア・ブルーニ氏も、最初に完全な状態で商用化した

ところは、ある程度の恩恵を得るだろう。しかし、地理

的に見ると、１社が他の商用化前に、世界中に届くの

に十分な速度で拡大することはできないだろうという。

加えて、誰かが何らかの収穫機を採用する前に、メー

カーは辛抱強くデータ、経費、速度を確認する必要が

あるだろう。 

ブルーニ氏は、ロボット市場をレースというより試合に

チロル地方の面積は狭いが、欧州のリンゴ生産の  

１０％を占める産地である。 

製作は精力的に行われているが、多くのグループ

は、ロボット収穫機の製作をレースとして見ていない。

複数のグループに活躍の場があり、それは農業分野

に多数のトラクターのブランドがあるのと同じである。 
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ならないということになってしまう」と語った。同氏は、一

つの基準として、同研究委員会が１果収穫当たり２ペ

ニーという数字を使っているという。 

現在、それはハニークリスプ１果当たりの手収穫に要

する経費に相当し、次第に上昇している。その他に関

係するのは、生産者の生産規模、機械の収穫速度、

生産者が契約を希望する機械の台数である。 

人口増加に対する食料の安定供給を考えると、どち

らかといえば、それは時間との競争であり、お互いの

競争ではないと同研究委員会のベセルカ氏は語っ

た。 

同氏は、手収穫では単純に追いつかなくなるだろう

としつつ、「時間が差し迫っている」と語った。 

米国農務省農業研究部とミシガン州立大学のロボッ

ト収穫プロジェクトの主査研究員のルー・レンフ氏は、

研究者は世界初、最先端を好むという。しかし、皆が

お互いに学びあい、最終的な製品は、皆のアイデアが

統合されたものになるかもしれない。もちろん、知的所

有権は認められる。同氏は「『君が勝ち、僕は負け』と

いうような単純なことではない」と語った。 

イタリアのアイグリテック社の共同創立者でＣＥＯのエ

リア・ブルーニ氏も、最初に完全な状態で商用化した

ところは、ある程度の恩恵を得るだろう。しかし、地理

的に見ると、１社が他の商用化前に、世界中に届くの

に十分な速度で拡大することはできないだろうという。

加えて、誰かが何らかの収穫機を採用する前に、メー

カーは辛抱強くデータ、経費、速度を確認する必要が

あるだろう。 

ブルーニ氏は、ロボット市場をレースというより試合に

チロル地方の面積は狭いが、欧州のリンゴ生産の  

１０％を占める産地である。 

製作は精力的に行われているが、多くのグループ

は、ロボット収穫機の製作をレースとして見ていない。

複数のグループに活躍の場があり、それは農業分野

に多数のトラクターのブランドがあるのと同じである。 
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ボルドーワインのもう一つの特徴は、輸出が多いこと

である。２０２１年のフランスワイン（発泡ワインを除く）の

輸出量の３分の２、額にして７２％をボルドーワインが占

めている。特に香港、マカオを含む中国への輸出が多

い。２０２０年の輸出を見ると、同市場向けのボルドーワ

インの輸出は３,６４０万リットル（５億３,２００万ユーロ）

で、２位の米国向け（２,０００万リットル弱、２億８００万ユ

ーロ）を大きく引き離している。コロナ禍を経て、２０２１

年には中国向けの輸出が約４,０００万リットル（６億  

１,６００万ユーロ）とかなり回復したものの、コロナ禍以

前に期待されたレベルには程遠い。生産者によっては

生産の全てを中国向け輸出に供してきた人もいる。最

近は、チリやオーストラリアとの競合も激しい。 

低価格ボルドーワインはここ２年の売れ行きの悪化

で、在庫が膨らんだ。これ以上保存できないので、今

年は収穫を諦めた生産者もいる。 

今年５月、ボルドーワイン業際評議会（ＣＩＶＢ）の会長

が、公的補助金付きの抜根策を提案した。このことは

一般にはあまり報道されなかったが、業界にはさざ波

がたった。抜根に対して、国の文化財でもある生産資

産が失われると、反対する声がある。高級ボルドーワイ

ンの関係者は、ボルドーワインのイメージが悪くなると

反対し、また、「過剰なのではなく、売る努力が足りな

い」という人もいる。他の生産地ではボルドーの生産者

に同情はするものの、ボルドーの抜根策が自分達の経

済にどう影響を与えるか疑う向きもある。 

した。それを承知で、業際組織の責任者があえて提案

するのは、ジロンド県のかなりの数のワイン用ブドウ生

産者の経営状況が深刻だからである。ＣＩＶＢは、売れ

残りの問題を解決するには生産量を現在のレベルから 

２０％程度減らす必要があるという。 

ボルドーワインのブドウ生産者の半数が５５歳以上、 

３分の１が６０歳以上で、引退の時期が迫っている。６０

歳前後の生産者は１９８０年代に就農した人が多い。こ

の年代の生産者は、１９９０年代に近隣の高齢生産者

の小規模ブドウ園を買い取って拡大を進めた。当時、

ボルドーワインの大半のブドウ栽培者は借金をしてでも

拡大するべきだと考えた。ブドウ畑の土地価格は９０年

代に大幅に伸びて、例えば１９９８年当時、ヘクタール

あたり２万７千ユーロから３万ユーロで売買された土地

も、今では１万２千ユーロ程度に下がった。条件の悪い

ボルドーワインとは、ジロンド県（県庁所在地ボルド

ー）の５４２の市町村のうち砂地や、川沿いの水捌け

の良くない町村を除いた５０５市町村で生産されるワ

インを示す。一口にボルドーワインといっても、セパ

ージュ（樹の品種）、土壌の質、栽培方法、醸造方法

などによって多様である。大雑把に見ると８割が赤ワ

イン（ポメロール、ポーイヤックなど）、２割が白ワイン

（アントルドゥーメール、ぺサックレオニャンなど）で、

わずかながらロゼ（ボルドークレレなど）もある。さら

に、超甘口のソテルヌや発泡ワインのクレマンドボル

ドーなど特徴のあるワインもある。ボルドーワインの大

半が３８の原産地呼称（ＡＯＣ）のいずれかに認定さ

れている。 

ボルドーワインというと、高級ワインのイメージがある

が、超高級ワインは生産量全体の３％程度に過ぎな

い。そうした超高級品の一部は、ブドウを収穫した翌

年の春に買い手（卸売業者）がつく。醸造過程の最

中に売買契約が結ばれるわけで、瓶詰めされるのは

約１８ヶ月先のことである。商習慣とも言えるが、人気

が高いことも示している。そうした特段のワインの他

に、郊外型大規模スーパー（ハイパー）や一般スー

パー向けに売られるワインも多い。最近、そうした、低

価格のボルドーワインが抱える問題が表面化してき

た。 

ボルドーワインは、年に約９億リットル生産されるも

のの、そのうちの１億リットルは買い手がつかない。一

般的に、フランス人のワインの消費は過去５０年間に

亘って、減り続けている。一説によると、昔は一人当

たり年に１００リットル消費していたのが、最近は４０リ

ットルに減ったそうだ。フランス人のワインの消費の仕

方も変わってきた。昔のように、毎日、一家揃って食

卓について、ワインを飲みながら食事をすることは少

なくなり、その代わり、時々、少人数で招きあったり、

あるいは家族で１ランク上のワインを味わいながら食

事をするようになった。また、赤ワインの消費が圧倒

的に多かったのが、白ワインやロゼ、特徴のあるワイ

ンなどに多様化している。 

また、ごく最近の傾向としては、スーパーやハイパ

ーで売られる１瓶８ユーロ（約１,２００円）以下のワイン

市場の競争が激しくなって、ボルドーワインの低価格

品はラングドックルシオン地方などのワインに押され

ている。ラングドックルシオンではボルドーのように 

ＡＯＣの獲得に奔走しなかったので、ＡＯＣの厳しい

生産規則に縛られずに、生産コストを低く抑え、低価

フフラランンスス：：どどううななるるボボルルドドーーワワイインンのの抜抜根根補補助助  
フフラランンスス現現地地情情報報調調査査員員  ジジャャンンルルイイ・・ララリリュュ  

 現現地地報報告告 

例えた。ブルーニ氏は負けず嫌いだが、それにして

も他社が利益を得ればワクワクする。同氏は「楽し

む。結局、それは楽しくなければならない」と語った。 

ロス・コートニー 

ドーワインの卸売業者や輸出業者が、「ボルドーワイン

＝高級」というイメージを過度に宣伝してきたため、庶

民が「高級ワイン以外のボルドー」を敬遠してしまったと

嘆いている。 

２００８年に、ＥＵは公的補助金付きの抜根策を禁止

格のものを安定的にフランス市場に供給してきた。低

価格のボルドーワインを生産している人たちは、ボル
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中国、豪州、米国となっている。 

近年、輸入果実の需要は消費者の需要があること

から引き続き拡大傾向にあるという。消費者の所得が

増加したことにより輸入果実を消費する消費者が増

えたことや、健康意識の高まりによるライフスタイルの

変化により、果実を健康食品として選択する消費者

が増えたことが要因となっている。このほか、タイは新

型コロナウイルスのエンデミック＊宣言をしたことで世

界中から観光客が訪れていることから、輸入果実の

消費需要が絶えず、果実の輸入は引き続き増加して

いる。 

＊季節性インフルエンザのように、感染症が一定の地域また

は一定の季節において、一定の頻度で繰り返し発生する

状態 

また、チョークチャイ氏は、同フォーラムで様々な国

の輸出入業者や政府機関の担当者と会う機会があ

り、タラート・タイ市場が同国の輸入果実及び国内流

通の拠点としての役割を担っているほか、輸入果実

の消費需要がタイと同様に増加しているカンボジア、

ラオス、ミャンマー、ベトナムなどのタイ近隣諸国への

「「タタララーートト・・タタイイ卸卸売売市市場場  海海外外産産果果実実市市場場ととししててのの

可可能能性性ををアアピピーールル」」          (２０２２年１１月１２日付

「Ｍａｎａｇｅｒ」紙より) 

２０２２年１１月２日から４日にかけて世界最大規模の

青果物の国際見本市、アジア・フルーツロジスティカが

バンコクのクゥイーン・シリキット国際会議場で開催され

た。タイで開催されたのは今回が初めてである。同見

本市では、タイ最大の青果物卸売市場のタラート・タイ

市場（タイ・アグロ・エクスチェンジ社）と米国農務省 

（ＵＳＤＡ)のフォーラムが開催され、タイにおける輸入

果実の潜在性について意見交換が行われた。 

タラート・タイ市場を運営するタイ・アグロ・エクスチェ

ンジ社取締役社長のチョークチャイ・コンシリチャイ氏

はＵＳＤＡとのフォーラムの後、次のように述べた。 

タイは世界各国の中でも重要な果実の輸入国で  

２０２１年にタイに輸入された果実の上位３位は、リンゴ

１８万８,４２８トン（５.６７億米ドル）、ブドウ１５万１,３１０ト

ン（６,３００万米ドル)、オレンジ・かんきつ類１０万  

１,２８１トン（５,７００万米ドル）である。主な輸入先国は

土地ではせいぜい６千ユーロしかつかない。土地を

売っても、元はとれない。６０歳前後の生産者の親の

代には、ワイン用ブドウ栽培の他に畜産や野菜栽培

をしていたのに、途中からブドウ栽培に特化した経営

が多く、現在の生産者はほとんど全員がブドウ以外の

生産に携わっていない。 

ワインの量にして３％の超高級ボルドーワインを生

産する３００の経営状況は前にも増して良好であるが、

残りの約５０００の生産者のうち、自分で醸造しない

で、醸造農協に納めているようなブドウ栽培者、ある

いは自家醸造の場合でも１瓶４ユーロ（約６００円）程

度のワインを生産している経営者が特に厳しい経済

状態にある。 

フランスでは、３.４ヘクタール以上の農地を所有す

る農業者が引退して農業者老齢年金を受給するに

は、後継者に引き継がせることが条件になっている。

趣旨は農場の消滅を防ごうというものであるが、後継

者がいない。ブドウ生産者の子供たちのほとんどは割

の悪いブドウ栽培に興味を示さない。ブドウ畑として

売っても、まとまった収入にはならない。農地が売れ

なければ、老齢年金ももらえないとなると、惨事が起き

るのではないかと心配する声が大きくなった。自殺者

がでてきても不思議ではないと言われている。 

引退を予定している人たちはブドウ畑の少なくとも一

部を抜根して、畜産や野菜栽培用地、または植林地

として売りたいようだ。そのためにはヘクタール当たり

１万ユーロ程度の公的な援助が不可欠であるとしてい

る。 

１９９０年代に蒸留酒のコニャックの生産地で、公的

支援を受けて抜根が行われたが、現在では世界の需

要に応えるために毎年２千～３千ヘクタール拡大して

いる。ボルドーワインの状況が、売る努力・工夫によっ

て好転する可能性があるのか、ここでも意見は割れ

る。 

ＣＩＶＢの責任者はＥＵのワイン共通市場組織の補助

制度に基づくワイン貯蔵場の設備投資補助金（１千万

ユーロ）とワイン産業再編補助金（１千万～1 千 2 百万

ユーロ）を財源とする抜根補助策を推しているが、ま

ずはボルドーワイン業界の意見が一致し、フランスの

他の地方のワイン関係者の合意を得た上で、フランス

政府に対してＥＵに働きかけるように促すことになる。

手頃な赤ワインを供給しているローヌ地方のワイン生

産者団体も低価格赤ワインの生産過剰の影響を感じ

始めたのか、ブドウ畑の抜根補助策を支持し始めた。

しかし、今のところ、フランス農業省は食料インフレ、

光熱・燃料費、水の配分などの問題に追われている

のか、ボルドーワインの抜根支援については何らコメ

ントを出していない。 

余談になるが、ボルドーワインの人気にあずかって、

２００８年ごろから２０１９年までに、中国の投資家がジ

ロンド県のワイン農場を買取るケースが１５０件ほどあ

った。一種の流行として広がったようだ。しかし、その

後、中国政府の海外投資政策が厳しく規制され、そう

した投資家が海外で自由に金を動かせなくなった。ま

た、コロナ禍で輸出を予定していた中国市場が縮小し

た。その上、投資家といえども中国からの出国が難し

くなり、従業員への支払いが滞ったり、ブドウ畑の放置

も増えた。ブドウ畑が放置されると、病気が発生する

可能性が高く、近隣のブドウ栽培者は、ブドウ畑の放

置に適用できる抜根義務の実施を望んでいる。 

タタイイ：：海海外外産産果果実実のの東東南南アアジジアア向向けけ輸輸出出のの拠拠点点ととななるる可可能能性性  
                                            タタイイ現現地地情情報報調調査査員員  坂坂下下  鮎鮎美美  
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中国、豪州、米国となっている。 

近年、輸入果実の需要は消費者の需要があること

から引き続き拡大傾向にあるという。消費者の所得が

増加したことにより輸入果実を消費する消費者が増

えたことや、健康意識の高まりによるライフスタイルの

変化により、果実を健康食品として選択する消費者

が増えたことが要因となっている。このほか、タイは新

型コロナウイルスのエンデミック＊宣言をしたことで世

界中から観光客が訪れていることから、輸入果実の

消費需要が絶えず、果実の輸入は引き続き増加して

いる。 

＊季節性インフルエンザのように、感染症が一定の地域また

は一定の季節において、一定の頻度で繰り返し発生する

状態 

また、チョークチャイ氏は、同フォーラムで様々な国

の輸出入業者や政府機関の担当者と会う機会があ

り、タラート・タイ市場が同国の輸入果実及び国内流

通の拠点としての役割を担っているほか、輸入果実

の消費需要がタイと同様に増加しているカンボジア、

ラオス、ミャンマー、ベトナムなどのタイ近隣諸国への

「「タタララーートト・・タタイイ卸卸売売市市場場  海海外外産産果果実実市市場場ととししててのの

可可能能性性ををアアピピーールル」」          (２０２２年１１月１２日付

「Ｍａｎａｇｅｒ」紙より) 

２０２２年１１月２日から４日にかけて世界最大規模の

青果物の国際見本市、アジア・フルーツロジスティカが

バンコクのクゥイーン・シリキット国際会議場で開催され

た。タイで開催されたのは今回が初めてである。同見

本市では、タイ最大の青果物卸売市場のタラート・タイ

市場（タイ・アグロ・エクスチェンジ社）と米国農務省 

（ＵＳＤＡ)のフォーラムが開催され、タイにおける輸入

果実の潜在性について意見交換が行われた。 

タラート・タイ市場を運営するタイ・アグロ・エクスチェ

ンジ社取締役社長のチョークチャイ・コンシリチャイ氏

はＵＳＤＡとのフォーラムの後、次のように述べた。 

タイは世界各国の中でも重要な果実の輸入国で  

２０２１年にタイに輸入された果実の上位３位は、リンゴ

１８万８,４２８トン（５.６７億米ドル）、ブドウ１５万１,３１０ト

ン（６,３００万米ドル)、オレンジ・かんきつ類１０万  

１,２８１トン（５,７００万米ドル）である。主な輸入先国は

土地ではせいぜい６千ユーロしかつかない。土地を

売っても、元はとれない。６０歳前後の生産者の親の

代には、ワイン用ブドウ栽培の他に畜産や野菜栽培

をしていたのに、途中からブドウ栽培に特化した経営

が多く、現在の生産者はほとんど全員がブドウ以外の

生産に携わっていない。 

ワインの量にして３％の超高級ボルドーワインを生

産する３００の経営状況は前にも増して良好であるが、

残りの約５０００の生産者のうち、自分で醸造しない

で、醸造農協に納めているようなブドウ栽培者、ある

いは自家醸造の場合でも１瓶４ユーロ（約６００円）程

度のワインを生産している経営者が特に厳しい経済

状態にある。 

フランスでは、３.４ヘクタール以上の農地を所有す

る農業者が引退して農業者老齢年金を受給するに

は、後継者に引き継がせることが条件になっている。

趣旨は農場の消滅を防ごうというものであるが、後継

者がいない。ブドウ生産者の子供たちのほとんどは割

の悪いブドウ栽培に興味を示さない。ブドウ畑として

売っても、まとまった収入にはならない。農地が売れ

なければ、老齢年金ももらえないとなると、惨事が起き

るのではないかと心配する声が大きくなった。自殺者

がでてきても不思議ではないと言われている。 

引退を予定している人たちはブドウ畑の少なくとも一

部を抜根して、畜産や野菜栽培用地、または植林地

として売りたいようだ。そのためにはヘクタール当たり

１万ユーロ程度の公的な援助が不可欠であるとしてい

る。 

１９９０年代に蒸留酒のコニャックの生産地で、公的

支援を受けて抜根が行われたが、現在では世界の需

要に応えるために毎年２千～３千ヘクタール拡大して

いる。ボルドーワインの状況が、売る努力・工夫によっ

て好転する可能性があるのか、ここでも意見は割れ

る。 

ＣＩＶＢの責任者はＥＵのワイン共通市場組織の補助

制度に基づくワイン貯蔵場の設備投資補助金（１千万

ユーロ）とワイン産業再編補助金（１千万～1 千 2 百万

ユーロ）を財源とする抜根補助策を推しているが、ま

ずはボルドーワイン業界の意見が一致し、フランスの

他の地方のワイン関係者の合意を得た上で、フランス

政府に対してＥＵに働きかけるように促すことになる。

手頃な赤ワインを供給しているローヌ地方のワイン生

産者団体も低価格赤ワインの生産過剰の影響を感じ

始めたのか、ブドウ畑の抜根補助策を支持し始めた。

しかし、今のところ、フランス農業省は食料インフレ、

光熱・燃料費、水の配分などの問題に追われている

のか、ボルドーワインの抜根支援については何らコメ

ントを出していない。 

余談になるが、ボルドーワインの人気にあずかって、

２００８年ごろから２０１９年までに、中国の投資家がジ

ロンド県のワイン農場を買取るケースが１５０件ほどあ

った。一種の流行として広がったようだ。しかし、その

後、中国政府の海外投資政策が厳しく規制され、そう

した投資家が海外で自由に金を動かせなくなった。ま

た、コロナ禍で輸出を予定していた中国市場が縮小し

た。その上、投資家といえども中国からの出国が難し

くなり、従業員への支払いが滞ったり、ブドウ畑の放置

も増えた。ブドウ畑が放置されると、病気が発生する

可能性が高く、近隣のブドウ栽培者は、ブドウ畑の放

置に適用できる抜根義務の実施を望んでいる。 

タタイイ：：海海外外産産果果実実のの東東南南アアジジアア向向けけ輸輸出出のの拠拠点点ととななるる可可能能性性  
                                            タタイイ現現地地情情報報調調査査員員  坂坂下下  鮎鮎美美  
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１１．．チチリリ  ２２００２２２２--２２３３年年度度のの生生食食用用ブブドドウウ輸輸出出のの半半分分以以

上上がが新新品品種種にに    

ＦｒｅｓｈＦｒｕｉｔＰｏｔａｌ（２０２２年１１月７日） 

チリの生食用ブドウ部門は１０年前、国際市場での競

争力を向上させる方法として、新品種の栽培の推進に

着手した。この取組みについて、今シーズンは重要な

節目となる。輸出量の５３％が新品種となり、初めて半分

以上を占めると見られる。 

これらの数値は、チリ果実輸出業者協会（ＡＳＯＥＸ）

の生食用ブドウ部会が１０月末に発表した２回目の輸出

見通しによるものである。ちなみに２０２１-２２年度は輸

出の４９％を新品種が占めた。 

この点に関して、ＡＳＯＥＸの会長は、今シーズンの総

出荷量はこれまでのところ８％減少すると推定されるとし

つつ、「同部会の２回目の見通しは、新品種の輸出の増

加を明確に示している。今シーズン、チリは新品種のブ

新品種： あらゆる好みに応える幅広く多様な品ぞろえ 

今シーズン輸出される新品種の色は４８％が赤、３９％

が白（緑）、１３％が黒になると予測される。 

新品種の伸びは、５５％増に相当する５００万箱以上

の増加で１,４００万箱以上に達する白ブドウ品種に依存

している。赤ブドウの新品種は約１,８００万箱の横ばい

で、黒ブドウの新品種は７％減の４６０万箱となる。 

ＡＳＯＥＸ生食用ブドウ部会のコーディネーターである

イグナシオ・カバレロ氏は、「新品種全体の大幅な増加

に加えて、品種構成の変化が見込まれる。３大新品種

のうちの２つ、ティムコ（Ｔｉｍｃｏ）とアリソン（Ａｌｌｉｓｏｎ）はど

ちらも赤ブドウだが、合わせて７０万箱以上減少し、それ

ぞれ４５０万箱及び３６０万箱となる。白ブドウのアラ１５

（Ａｒｒａ １５）、スイートグローブ（Ｓｗｅｅｔ Ｇｌｏｂｅ）、ティン

プソン（Ｔｉｍｐｓｏｎ）、オータムクリスプ（Ａｕｔｕｍｎ 

Ｃｒｉｓｐ）の４つの品種は、新品種の増加に最も貢献し、

合計で増加量全体の９２％に当たる４３０万箱増えて、

それぞれ３６０万箱、３００万箱、２４０万箱、２１０万箱に

達すると予測される」と述べた。 

出荷量が増えると見られるもう一つの赤ブドウ品種

は、スイートセレブレーション（Ｓｗｅｅｔ Ｃｅｌｅｂｒａｔｉｏｎ）

で、約３％増加して３４０万箱に達すると予測される。 

２２．．ウウズズベベキキススタタンン  生生食食用用ブブドドウウをを初初めめてて日日本本にに輸輸

出出                        ＥＡＳＴ ＦＲＵＩＴ（２０２２年１１月８日） 

本誌は、ウズベキスタンが２０２１年に日本向け生食

用ブドウの最初の試験輸出を行ったことをすでに報告

した。本誌は、関係者がどのようにして出荷に合意した

か、品質要件は何か、輸出先市場の詳細と検疫要件

は何か、またウズベキスタンから日本への生食用ブドウ

の輸出の見通しがあるかどうかなど、詳細を調べること

にした。 

ウズベキスタンのフェルガナ州クヴァサイ地域の生産

者アジズベク・カムラリエフ氏は、生食用ブドウを出荷

した。同氏はＥＵ、特にドイツとリトアニアにブドウを出

荷した経験がある。本誌のインタビューで、同氏は快く

その経験を共有した。この生産者が、ウズベキスタンが

１つの市場に依存しないようにブドウの輸出先を多様

化することが非常に重要であると考えていることは特筆

すべきだ。また、そのためには、ウズベキスタンで最新

の種なしブドウ品種を栽培することも必要だ。 

日本への輸出に関しては、日本が生鮮果実に関して

最も要求が厳しく難しい市場の１つであることはよく知

られている。同時に、ウズベキスタンは生鮮果実、特に

生食用ブドウの主要な生産国であり輸出国である。一

方、日本人は果実に多額のお金を支出することが多

いので、果実が高品質で完全に安全であることを望ん

でいる。したがって、日本への輸出の成功は、どの業

者にとっても高い評価と高品質な産物の証しである。 

 トトピピッッククスス 

流通拠点にもなっていることから、タラート・タイ市場の

潜在性は輸入果実ビジネスに新たに参入する新規事

業者にとってチャンスになることをアピールした。 

現在タラート・タイ市場には、輸入果実を搬入するた

めにおよそ８０台の大型冷蔵トラックを収容できる広大

な敷地があり、冷蔵保存のための充電設備も整ってい

る。２４時間トラックが出入り可能となっており、荷下ろし

から小売店への搬入のための人材サービスも充実して

いる。現在、市場内には輸入果実を取り扱う５０の店舗

があり、これらの店舗を拠点として他県に輸入果実が

流通している。全店舗に各店舗専用の保存用冷蔵室

があり、果実の鮮度や品質を保つことができるため、タ

ラート・タイ市場を介して輸入された果実は品質が良

く、高い価格で販売することができるという。タラート・タ

イ市場は現在、１日におよそ１万２千トンの青果物の取

引が行われており、売上高は、年間およそ１,０００億バ

ーツに上る。ここで取り扱われている青果物は国内の

野菜・果実卸売市場の５０％を占めている。 

２０２２年１２月の為替は１バーツ＝約３.８７円 

ドウを３,６００万箱以上輸出する。これは、前年比１４％

増に相当する４７０万箱の増加であり、特に古い品種が

前年度比２５％以上、すなわち１千万箱以上減少するこ

とを考えると、この業界での品種の交代が現実であるこ

とを示している」と述べた。 

黒ブドウの新品種についてカバレロ氏は「スイートフェ

イバー（Ｓｗｅｅｔ Ｆａｖｏｒ）は６％増の１３０万箱に達するも

のの、セーブルシードレス（Ｓａｂｌｅ Ｓｅｅｄｌｅｓｓ △３％）、

シートサファイア（Seat Ｓａｐｐｈｉｒｅ  △９％）、メイ 

レン（Ｍａｙｌｅｎ △３０％）、ミッドナイトビューティー 

（Ｍｉｄｎｉｇｈｔ Ｂｅａｕｔｙ △２３％）等その他の主要品種は

横ばいまたは減少する。いずれにせよ、黒ブドウ新品

種の供給は４６０万箱以上で非常に興味深い」と述べた

（注：△はマイナスを示す）。 
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ウズベキスタンはすでにドライフル

ーツを日本に輸出している。生食用

ブドウも輸出する機会を生み出す一

助となったのはドライフルーツであっ

た。 

もちろん、出荷量が急速に伸びる

ことを期待するべきではない。しか

し、日本市場の価格は非常に魅力

的であるため、少量でも輸出すること

は非常に有益である。 

出典： www.east-fruit.com 

３３．．冷冷凍凍果果実実・・野野菜菜のの利利用用  消消費費量量

をを増増ややしし廃廃棄棄をを減減ららすす効効果果  

ＦｒｅｓｈＰｌａｚａ（２０２２年１１月１５日） 

米国冷凍食品協会（ＡＦＦＩ）は、

「冷凍食品は今日の消費者にさまざ

まな解決策を提供し、冷凍果実・野

菜は今も重要な品目である」としてい

る。同協会は、冷凍果実・野菜に関

する消費者の認識、購買行動、用途

をより把握するために、米国国勢調

査をひな形にしたさまざまな世帯へ

の調査を２１０アナリティクス社に委

託した。報告書「冷凍果実と野菜:米

国の消費者及び食料支援プログラ

ム（ＳＮＡＰ）対象家庭の認識、利用、

期待」は、冷凍果実・野菜の広範な

購入と利用が青果物の消費を増や

すのに有効であることを明らかにし

た。 

調査された１,５００人以上の消費者

のうち、大多数（８６％）は、冷凍果

実・野菜の利用により青果物の消費

を増やすことがより容易になると回答

した。消費者の８３％は、冷凍果実・

野菜は貯蔵寿命が長く、必要な分だ

けを調理することができるといった冷

凍食品の重要な特性により、食品の

廃棄を削減し、お金を節約するのに

有効であると回答した。さらに、消費

者の７６％は、冷凍果実・野菜が冷

凍品でなければ調理の仕方がわか

らないものを食べるのに役立ってい

ると回答した。 

米国での冷凍果実・野菜の販売

額は、２０２２年６月２６日までの５２

週間で７１億ドルに達し、販売量は

３９億ポンド（１７７万トン）で、コロナ

禍前の水準を２億７,１００万ポンド

（１２万３千トン）上回った。販売額

の内訳をみると、上位は、味付けし

ていない野菜２９億ドル、ジャガイ

モ２３億ドル、タマネギ１５億ドルで、

次いで果実であった。 

消費者は、食事の中でさまざまな

方法で冷凍果実・野菜を利用す

る。冷凍果実・野菜の最も人気のあ

る用途は、メインディッシュのサイド

メニューとして(冷凍果実・野菜の全

購入者の６３％がこの使用方法を

回答した)、飲料とスムージーの材

料（同５０％）、パスタと米料理への

添え物（同４４％）であった。ほぼ全

ての消費者が、果実・野菜の生鮮

品と冷凍品の両方を購入し、次の

買い物に出かける前の生鮮品のス

トックが少ない時に冷凍果実・野菜

に頼っていると回答した。 

ＡＦＦＩのボダー会長は、「食品業

界と政策立案者が全国で栄養を改

善し、飢餓を減らす方法を模索して

いる中、冷凍食品はその解決策の

一部となるに違いない。消費者は、

冷凍果実・野菜の利用が、廃棄物

の削減によってお金を増やしなが

ら、果実・野菜を食事に加える簡単

で便利な方法であることを認識して

いる」と付け加えた。 

メアリー・エマ・ヤング 

 

写真：ウンシュウミカン（東京都大田区） 

新しい調査によると、消費者の４分

の１以上が３年前よりも多くの冷凍果

実・野菜を購入しており、これらの食

品に多くの利点を認めている。冷凍

果実・野菜の利用により、さまざまな

世帯や年齢階層、性別、民族的背

景等を持つ集団が果実・野菜の消

費量を増やすことが容易になる。全

体的に見て、米国では冷凍果実・野

菜の普及率が高く、全世帯の９４％

が購入している。 

 
 


